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１．はじめに 

１．１研究の背景と目的 

平成 20 年に地震調査研究推進本部が公表した警

固断層南東部の地震を想定した強振動評価では、今

後 30 年以内にマグニチュード 7.2 程度の大規模地震

が最大 6％と、日本の主要活断層帯の中では高い確

率で発生すると推定されている 1)。それに対して福

岡市は地域防災計画を策定し、震度予想分布に対す

る建物全壊・半壊数や想定発生避難者数を推定、公

表している 2)。しかし、計画では各行政区での避難

者発生割合やそれに対する指定避難所の収容人数と

の過不足が明らかにされていない。 

本研究の目的は、地域防災計画で想定されていな

い避難者数に対する避難所容量の過不足を確認し、

不足している場合の福岡市に求められる避難所容量

を推計することである。 

１．２研究の位置づけ 

 対象となる警固断層南東部の想定地震を対象とし

た研究はいくつかあり、川瀬ら 3)は想定警固断層地

震による強振動予測を行い福岡市における建物大破

率や死者数を推定していた。また、川瀬ら 4)は日奈

久断層を対象とした建物被害予想も行っていたが、

それぞれについて発生する避難者数は推定していな

かった。 

他方、避難者発生と避難所容量についての既存研

究は数多く存在する。佐藤ら 5)は、小学校区を評価

単位として東日本大震災における仙台市内の避難者

の地域特性を明らかにした。阪田 6)は避難者の避難

所選択行動において居住地と避難所の距離が大きな

影響を及ぼすことを示した。 

各研究は災害発生後の実際の避難者を対象とした

事後評価・分析であり、特に福岡市において発生避

難者数に対する避難所容量の過不足を事前推計して

いる研究は管見に見当たらなかった。本研究ではそ

の過不足を明らかにし、必要となる容量を推計する

点に新規性がある。 

２．使用するデータと分析方法 

想定地震による震度分布は防災科学技術研究所の

「震源断層を特定した地震動予測地図」を利用し

た。2017 年度予測モデルでは破壊開始点の違いから

4 ケースが想定されていたが、本研究では計算の結

果、建物の被害棟数、避難者発生数の最も多いケー

ス 1 を採用した（図１）。また秋山ら 7)の「建物ポイ

ントデータ」を利用し、居住者情報、建物の木造・

非木造や建築年代を建物単位で計算を行った。指定

図 1 防災科研「震源断層を特定した地震動予測地図」       

警固断層南東部 2017 年地震活動モデル ケース１震度分布 
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避難所である一時・収容避難所の収容人数について

福岡市自身は公表していないが、市が提供したデー

タを掲載する Yahoo! 天気・災害の避難所データを

利用した。建物被害率の推定には翠川ら 8)の累積正

規分布∅で表す木造・非木造建物の被害関数

𝑷 =  ∅[(𝑰 − 𝝀) 𝜺⁄ ] （P：被害率、I：地震動強さ

（計測震度ないし最大速度（cm/s)の自然対数)、λ : 

平均値、被害率 50%を与える地震動強さに対応、

ε：標準偏差）を用いた。 

３．結果 

上式から建物ごとに全半壊率を計算し、建物居住

人数×全半壊率から避難者数推定を行うと、表１、

図２のように、行政区単位での避難者数は収容人数

を 40 万人以上超過しており、避難所容量が不足す

る小学校区は全 148 校区中 92 校区に上った。 

地区 住民数 避難所収容人数 避難者数 

東区 301,889.1 25,646.1 72,470.0 

博多区 229,982.5 23,272.6 183,257.8 

中央区 196,958.8 13,309.1 106,158.6 

南区 259,444.2 24,395.8 113,231.7 

西区 193,428.8 24,724.8 37,915.1 

城南区 130,111.4 12,480.1 27,283.7 

早良区 214,093.1 24,699.5 75,643.1 

合計 1,525,908.0 148,528.0 615,960.2 

表１ 各行政区の避難所合計収容人数と想定避難者数（単位：人） 

４．結論・今後の課題 

 想定地震により福岡市全区で 61 万人超の避難者

が発生し、全行政区の総計で約 46 万人分の避難所

容量が不足すると推計された。 

本研究では地震動によって住居に被害が及んだ被

災者を避難者として推計を行ったが、火災による建

物被害や死者・負傷者発生を想定することでより実

際の災害発生に近い避難者数推計を行えると考えら

れる。 
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図２ 小学校区ごとの避難所容量の過不足判定 
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